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多文化地域におけるまちづくり 
 

 

 

                   大阪経済大学 大和里美 

 

1. 在留外国人の増加と多文化共生の推進 

1980年代後半から製造業を中心に労働力不足が深

刻化し、円高・ドル安が進んだことで日本での就労

の魅力が高まったこともあり、外国人の流入が増加

した。1990年の出入国管理及び難民認定法の改正で

は、「定住者」という在留資格が新設され、日系2

世やその配偶者・子（日系3世）は、在留資格を付

与されて合法的に働くことができるようになり、そ

れまでも出稼ぎとして日本への流入が多かった南米

の日系人は、一挙にその数を増した。 

このような外国人住民の増加を背景に、国は2006

年（平成18年）に「地域における多文化共生推進プ

ラン（以下、推進プラン）」を策定し、地方公共団

体における多文化共生を推進することになった。そ

の後の外国人住民の増加と多国籍化や2019年の「特

定技能」の創設、デジタル化の進展や気象災害の激

化などの様々な社会経済情勢の変化を受けて、2020

年には推進プランの改訂が行われた。改訂推進プラ

ンでは、①多様性と包摂性のある社会の実現による

「新たな日常」の構築、②外国人住民による地域の

活性化やグローバル化への貢献、③地域社会への外

国人住民の積極的な参画と多様な担い手の確保、④

受入れ環境の整備による都市部に集中しないかたち

での外国人材受入れの実現、を目指し、地方公共団

体の体制整備と地域における各主体との連携・協働

によって多文化共生施策の推進体制を整備するため

に多文化共生の推進に係る指針・計画を策定するこ
1)とを謳っている 。 

本研究では、多くの在日コリアンが居住し近年在

留外国人の多国籍化が進む大阪市生野区を事例に、

多文化地域におけるまちづくりについて考察する。 

 

2. 大阪市の在留外国人の状況と施策 

 出入国在留管理庁によると2024年末の在留外国人

数は、前年比10.5％増の376万8977人で過去最高を

更新した。大阪市の在留外国人数は、政令指定都市

では最も多い19万2151人で、中でも生野区は2万984

1人で市内在留外国人の15.5％を占め、2位の西成区
2)の1万5423人を大きく引き離し最多となっている 。 

 大阪市は、西日本最大のコリアンタウンを有し、

戦前から多くの外国人住民が居住していることもあ

り、1998年（平成10年）には「大阪市外国籍住民施

策基本指針」（2004年3月に改定）を策定した。201

8年（平成31年）には、多文化共生推進の組織とし

て「大阪市多文化共生施策推進本部」を設置し、多

文化共生に向けての施策を総合的かつ円滑に推進す

る体制を整えた。2020年12月に策定した「大阪市多

文化共生指針」は、多文化共生社会実現に向けた施

策の方向性を示すもので、同年からこの指針に基づ

いて「大阪市多文化共生指針行動計画」を策定して

具体的な取組みを行っている。 

また2023年度から2024年度にかけて、港区、浪速

区、生野区、西成区の4区をモデル地域とした「エ

リアプログラム支援事業」を実施するなど、外国に

ルーツを持つ住民と日本人住民の相互理解とつなが
3)り・交流を生む取組みを進めている 。 

 

3. 生野区のまちづくり 

生野区は、住民の5人に1人が外国人で、外国籍住

民の8割近くは韓国・朝鮮籍であるが、国籍・地域

の多様化が進み約60の国や地域に繋がる住民が暮ら

すグローバルタウンである。特にコリアンタウンの

ある、かつて猪飼野と呼ばれた地域は、戦前から多

くの在日韓国・朝鮮人が住むエリアであり、まちの

中心の3つの商店街を統合して誕生した一般社団法

人大阪コリアンタウンの事務局や在日本大韓民国民

団の支部などの他、複数の民間の組織・団体があり、

住民が中心となってまちの活性化や多文化共生に向

けて活動している。 

 
表1 生野区のまちづくり・多文化共生の活動団体 

 
出典：筆者作成 

 

 2023年には、学校再編によって2021年に閉校した

大阪市立御幸森小学校の跡地を活用した「いくのコ

ーライブズパーク（以下、いくのパーク」）」がコ

リアンタウンに隣接する場所に誕生した。いくのパ

ークは、飲食店や図書室、企業、まちづくりや多文

化共生の活動を行うNPO法人などが入る複合施設で、

「食を通じたまちづくり」をビジョンにローカルデ

ィベロッパー事業や産地活性化事業、飲食業界の人

材育成のための学校の経営を行う「株式会社RETOWN」

と、多国籍・多民族化や少子高齢化など地域の課題
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の解決と地域住民の居場所づくりに取り組む「NPO

法人IKUNO・多文化ふらっと」によって運営され、

多文化共生のまちづくりの拠点となっている。 

2025年4月13日から10月13日までの184日間、大阪

生野区では、万博開催に先駆けた2023年から「万博

から人を呼び込もう」を合言葉に、「EXPOいくのヒ

ートアッププロジェクト」としてポータルサイトや

Instagramによる情報発信を行うとともに、2023年1

0月から2025年2月までに区民、ものづくり企業、商

店、クリエイターなどの多様な主体の交流と共創の

場となる「EXPOいくのミーティング」を8回開催し

た。このミーティングを通じて、「神社マルシェ」

や「EXPO酒場生野店」など複数の共創イベントが生

まれた。 

2023年11月25日に「EXPOいくのヒートアップ！-大

阪・関西万博500日前イベント-」から開始した取組

みである。2024年3月には、企業や飲食店のネット

ワークづくりを目的として「多国籍カレースパイス

フェス」をはじめとする4つのイベントが開催され

た。2024年9月15日から10月20日には「プレEXPOい

くのマンスリーヒートアッププログラム100」とし

て区全域で100個の様々なイベントが住民によって

企画・実施された。2024年9月28日には「ワンデー

ヒートアップ」が生野区役所とリゲッタIKUNOホー

ル（生野区民センター1階）で開催され、万博終了

目前の2025年10月5日には、「まちごと万博EXPOい

くのファイナル」が予定されている。このイベント

は、「いくのなまちのBuy Local」「国際紅白歌合

戦in IKUNO」「TUNAGARU FEST!」という3のテーマ

を掲げ、地域経済の活性化や多様な人々の交流の促

進に寄与するものである。 
4) また国の「万博国際交流プログラム 」を活用し

て、区内に住む在留外国人の中でも割合が高い韓国、

ベトナムを相手国とした食を通じた国際交流イベン

ト「EXPOいくの万博夜市」をいくのパークで4回に

わたり開催した。このイベントは、生野区役所が主

催し、株式会社RETOWNが運用するもので、会場とな

ったいくのパークだけでなく、コリアンタウンとも

連携して実施された。 

 以上のような住民が中心となった多文化共生に向

けたまちづくりの活発な活動と活動拠点としてのい

くのパークの存在によって、コリアンタウンとその

周辺は、多文化共生のまちづくりのモデル地域とし

て全国から多くの人が視察やフィールドワークに訪

れている。 

 

4. 考察 

生野区でまちづくりや多文化共生に取組む組織に

は、在日韓国・朝鮮人の差別解消や相互扶助を目的

に設立され、在日韓国・朝鮮人のメンバーだけで構

成される団体も多かった。 

5)しかし生野区の在日コリアン の歴史は100年を

超え、日本で生まれ育った3世や4世が社会や地域で

活動の中心となっていく中で、生活水準の改善が進

み、帰化や日本人との結婚による国籍変更も増えて

では「EXPO2025大阪・関西万博」が開催されている。 いる。一方で、少子化の進展や特別永住者の死亡増

加などにより、韓国・朝鮮籍を持つ人は減少してい
6)る。またニューカマー と呼ばれるベトナムやイン

ドネシア、ネパールなど朝鮮半島以外から新たに日

本に定住する外国人が増加する状況になり、表1に

示した団体の中には、日本人や在日コリアン以外に

ルーツを持つ在留外国人が代表として活動している

ところもある。このような社会の変化を前に在日韓

国・朝鮮人によって設立されて同胞のために活動し

てきた団体も活動の対象・範囲を広げている。国や

人種による差別や日本語の習得、文化の違いによる

同プロジェクトの「まるごと万博EXPOいくの」は、 生活上の様々な課題は、在日コリアンだけでなく在

留外国人すべてに共通するものである。 

地域に根を張り活動してきた在日コリアンの存在

が、生野区の多文化共生・まちづくりを推進する基

盤となっている。 

 

【注】 

 1)文化庁HP「令和2年度文化庁日本語教育大会（WEB大

会）」の関係府省庁における施策紹介資料に掲載され

た総務省自治行政局国際室「地域における多文化共生

推進プランの改訂について」（https://www.bunka.go.

jp/seisaku/kokugo_nihongo/kyoiku/taikai/r02/9274

6701.html、2025年9月13日取得）に基づく。 

 2)法務省出入国在留管理庁2024年12月調査「在留外国人

統計」（https://www.e-stat.go.jp/stat-search/fil

es?page=1&toukei=00250012、2025年9月13日取得）に

よる。 

 3)大阪市の多文化共生の取組みについては、大阪市HP

「多文化共生施策の推進」（https://www.city.osaka.

lg.jp/shimin/page/0000659946.html、2025年9月13日

取得）及び「大阪市多文化共生のまちづくり」（http

s://www.city.osaka.lg.jp/shimin/page/0000622518.

html、2025年9月13日取得）に基づく。 

 4)各地域の地域住民と万博参加国・地域の関係者が、地

方公共団体の事業を通じて継続的に国際交流を行い、

相互理解や国際交流を通じた地域の課題解決・活性化

などの仕組みづくりを支援する内閣官房のプログラム

である。 

 5)在日コリアンとは、1910年の日韓併合による植民地支

配によって朝鮮半島から日本に渡り、戦後も日本に定

住した人とその子孫を指し、韓国籍、朝鮮籍（朝鮮民

主主義人民共和国の国籍ではなく、出身地の地域名で

ある朝鮮半島）、日本籍の人を含む朝鮮半島にルーツ

を持つ人の総称として使われる。 

 6)ニューカマーとは、1980年代以降に渡日して長期滞在

する外国人を言う。一方、オールドカマーは第二次世

界大戦以前から日本に在留している朝鮮半島や台湾出

身者とその子孫を指す。 

 

＊本研究は、JSPS科学研究費25K15639の助成を受けて実

施した。 
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中小製造業におけるリスキリングの効果に関する考察  

－岐阜県内企業を事例に－ 

 

 

 

                       岐阜大学 後藤 誠一 三井 栄 

1. はじめに 

 デジタル化やDXの推進、サイバー空間とフィジカ

ル空間が高度に融合したSociety5.0等、社会のあり

方についての議論が展開され、その変化に対応した

新しい働き方、多様な人材の能力開発や活躍機会の

提供といった人材育成に注目が集まっている。特に、

企業では、持続的な企業価値向上を目指し、経営戦

略と人材戦略(人材育成)を連動したものとして「人

的資本経営」が重視されている。国も「三位一体労

働市場改革」として、職務給導入、成長分野への労

働移動の円滑化、リスキリングによる能力向上支援

に力を入れている(新しい資本主義実現会議『三位

一体の労働市場改革の指針』2023)。 

また、企業の人材育成では、経験学習や越境学習

等の学習理論に基づく学習の他、近年はDX対応やデ

ジタル人材育成の観点からリスキリングに関する議

論や実践が展開されている。リスキリングは、「新

しい職業に就くために、あるいは、今の職業で求め

られるスキルの大幅な変化に適応するために、必要

なスキルを獲得する／させること」(リクルートワ

ークス研究所『WorksReport2021リスキリングする

組織 デジタル社会を生き抜く企業と個人をつくる』

2021、p.4)で、本研究では、DX推進やデジタルを中

心とした知識・スキル習得のための学習としてリス

キリングを捉える。 

リスキリングは、規模別で「大企業60.4％・中小

企業45.8％の取組割合」であり、大企業に比べ中小

企業の取組みは進んでいない(帝国データバンク

「リスキリングに関する企業の意識調査」2022)。

製造業に注目すると、中小製造業の従業員を対象と

した調査で、リスキリングの最大の障壁は「リスキ

リングに対する意欲の維持・向上」、次に「リスキ

リングに必要な時間の確保」との結果(日本政策金

融公庫総合研究所『日本公庫総研レポート』 No.20
24-4、2024)があり、中小製造業では従業員の学習

の意欲と時間確保が課題である。しかし、中小企業

は社内に教育・研修の専門人材を抱えているわけで

はなく、加えて予算の制約や人材不足に直面してお

り、自前のリスキリング開発・実施・改善に限界が

ある。 

リスキリングの先行研究は、労働者の時間的・金

銭的制約、研修プログラムを担当できる人材不足、

外部の教育機会における従業員特性に応じた効率的

なプログラム選択の困難さ等の構造的課題を整理し、

その対応策を示した田中(2022)、人的資源管理施策

とリスキリングの影響関係を分析した佐藤・齊藤(2

023)、就業者のリスキリングで企業による費用対効

果の見極めや個々に最適な教育内容の指示の困難さ

があるため、企業の教育投資増や高等教育機関の活

用・担うべき役割等の解決策を提示した板倉(2023)

がある。 

特に、製造業のリスキリングの実証的研究は、日

本を代表する製造業1社の新規事業開発に伴う知識

労働者へのリスキリングの学習プログラムや社内の

学習支援等の内実を人事担当者へのヒアリング調査

を基に検討した霜永(2023)、中小製造業のリスキリ

ングの学習内容や方法等の実態を量的に把握しつつ、

その結果からリスキリング意欲を引き出す方策とし

て①経営者・上司との面談機会、②企業理念や将来

像を示すといった点を指摘した藤田・真瀬（2025）

が存在する。 

また、中小製造業のリスキリングでは、①現場や

労働者個人のニーズや課題に基づくリスキリングの

開発、実践が必要、②課題は、学習の記録、モチベ

ーション、評価や振り返り、③リスキリング支援を

行う行政、団体による伴走型支援が必要かつ効果的、

④リスキリングでの孤立・孤独を防ぎ、学習意欲維

持のため企業内外に学びのコミュニティ形成、人事

考課の工夫、経営層の理解を促進する機会創設の必

要等が明らかになっている(後藤・三井2024)。 

以上から、これまでの先行研究は、企業外の教育

機会の課題、企業組織や経営との関係、リスキリン

グの実施内容・条件や阻害要因が明らかになってい

るものの、中小製造業のリスキリングに関する実証

的研究は未だ少数であり、どのような人材育成や業

務への効果や課題があるのかが解明されていない。 

 そこで、本研究では、多様な製造業が集積する岐

阜県内中小企業4社を対象にリスキリングに関する

ヒアリング調査を行い、リスキリングの効果と課題

を考察する。  
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2．調査の概要 

(1)調査対象の概要 

岐阜県は、多様な中小製造業が集積している。例

えば、岐阜地区に繊維、自動車・航空宇宙関連、西

濃地域に輸送用機械器具製造業、プラスチック製品、

食品製造業、中濃地区に刃物、紙、東濃に陶磁器、

タイル、飛騨地区に木工、家具、食品といった地域

ごとの特色がある。県内事業者に占める製造業割合

が高く、製造業従事者も多く、行政や各種団体によ

るリスキリング支援体制も充実している。 

今回の調査対象4社が所在する関市、大垣市の特

徴をまとめる。関市は、岐阜県の中濃地域に位置し、

人口81,991人(岐阜県環境生活部統計課編、2025)の

自治体である。産業は、刃物産業が刃物製品出荷額

で日本一になるなど盛んであり、その他機械器具や

金属製品の製造も行われている。大垣市は、岐阜県

の西濃地域に位置し、人口154,536人(岐阜県環境生

活部統計課編、2025)の自治体である。産業は食品、

化学、機械等の製造業とIT産業が盛んである。 

今回の調査対象は、岐阜県内中小企業のDX推進や

リスキリングの現状・課題に関する知見や支援実績

を有するDX・リスキリング支援団体の公益財団法人

ソフトピアジャパン担当者にヒアリングを行い、リ

スキリングを積極的に展開する下記A～Dの4社を選

定した。 

ヒアリング調査の概要(日付、場所、対象者)は以

下のとおりである。A社：2025年3月26日、同社社屋

内、同社代表取締役社長1名、DX担当社員2名。B

社：2025年3月28日、同社社屋内、同社代表取締役

社長1名。C社：2025年4月18日、同社本社工場、生

産技術部兼DX担当者2名。D社：2025年5月13日、同

社社屋内、同社常務取締役1名、生産管理部IoT推進

チーム1名。 

 A社は、岐阜県関市所在である。事業内容は、ガ

ス製品・自動車部品製造である。ガス製品の置かれ

た環境で部品特性が異なり、また、長期間使用され

る製品のため故障等で必要になる部品が少量生じる

といったことがあるため、多品種少量の製造に対応

している。従業員数は110名、そのうち60歳以上は1

9名いる。 

 B社は、岐阜県関市所在である。事業内容は、建

築材料の加工・販売である。従業員数は22名、年齢

の平均は35歳くらいで、中途採用も多い。DXによる

生産能力強化や働き方改革、人材育成、地域貢献に

力を入れている。 

 C社は、岐阜県大垣市所在である。事業内容は、

農業機械、エンジン部品、航空機部品等の開発・製

造である。従業員120名程、30代後半が一番多い層

である。製造現場の改善活動を積極的に行い、生産

性向上に取り組む企業である。 

 D社は、岐阜県関市所在である。事業内容は、家

庭用・業務用刃物の製造で、特に高級包丁分野で高

品質の製品を安定供給している。従業員は110人程

である。少子高齢化・人口減少を見据えて、ロボ

ットを活用した作業の機械化、AI導入用により3K作

業を減らし、働きやすい環境づくりに尽力している。 

 

(2)質問項目 

ヒアリング調査では、DX推進やリスキリングの先

行事例や先行研究を参考に下記の通り質問項目を設

定し、具体的な取組内容、効果、課題を質問した。

合わせて、昨年度と比較した進捗状況も尋ねた。 

 ①貴社のデジタル化やDXに対応した事業内容、②

人材育成・リスキリング、③働き方改革、④貴社従

業員の学びのニーズ・要望(希望する研修内容等)、

⑤従業員の自己研鑽等、個人での学びに対する支援、

⑥自主的な学習会等の従業員同士の学び合いの場づ

くり、⑦従業員の学び(リスキリングや自己啓発)の

成果の業務や組織改善への活用、⑧他の企業・団体、

教育機関との人材育成・リスキリングに関する連携、

⑨その他、人材育成やリスキリングに関する考えや

印象、今後の展望・課題、行政や支援団体への要望。 

 

3．おわりに 

 本稿では、ヒアリング調査対象の概要等整理し

た。調査の結果と分析については口頭で報告する。 

 本研究は、JSPS科研費(21K01651)による研究成果

の一部である。 
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中国における農村CEOの現状と課題 

―浙江省の事例について― 

 

   弘前大学 WANG LUHUA 

 

 

 

1. 研究概要 

1.1 研究目的 

本研究では、中国において新たに制度化された

「農村CEO」（「郷村CEO」）の仕組みを明らかにし、

とりわけ浙江省の代表的な事例を通じてその特徴と

課題を検討する。農村CEOは2019年に中国・人的資

源・社会保障省（人力資源社会保障部）が公表した

「農村職業経理人」を起点とし、中国各地で採用さ

れるようになった専門職である。中国ではこの時期、

農村部の土地を所有する「農村集体」による土地の

経済的な運用（集体経済）の整理と活性化が目指さ

れており(高橋 2024-2025)、「農村集体経済組織法」

が2025年５月に施行された。農村CEOは、農村集体

における農業の高度化だけでなく農村観光の振興な

ど幅広い事業の組成が期待されている。なぜなら従

来の集体経済は、村民委員会や共産党村支部の幹部

が兼任で運営することが多く、経営効率や持続性に

限界があったためである。これに対し経営手腕のあ

る農村CEOの採用により専門的かつ持続的な運営が

期待されている。 

そこで本研究では以下の３点を考察する。 

第一に、農村CEOはどのように選抜され、また現

実に定着しているのかという点である。農村CEOに

は経営手腕が期待されているが、どのような人びと

が農村CEOとして採用されているのか、また、本当

に農村CEOが経営手腕を揮えているのか、採用当初

の事例報告は散見されるものの(李2022、武・祝202

4、顧・呂・王2025)、体系的な検討や採用から一定

期間を経過した後の検証はまだ十分ではない。 

第二に、農村CEOは経営手腕だけで集体経済を動

かせるのか、村外からやってきて村民や行政機関と

の良好な関係を持続的に築けているのかも検討する

必要があるだろう。 

第三に、以上の検討を踏まえ、農村CEOにはどの

ような成果と課題があるのか、制度創設から5年が

経過した今こそ明らかにできると考えられる。 

 

1.2 方法と資料の範囲 

本研究は、制度分析と事例研究を組み合わせて進

める。主な資料は以下の通りである。 

第一に、中国政府および地方政府が公表した政策

文書と招聘公告である。これにより制度設計の背景

と導入の目的を確認する。 

第二に、既存の研究論文や現地調査報告である。

これらは農村CEOの役割や課題を分析する上で重要

な補助資料となる。 

第三に、浙江省余杭区を中心とした事例資料であ

る。選抜の条件、給与水準、KPI設計、評価制度な

どの資料を分析することで、実際の制度運用を具体

的に把握する。 

本研究は特に浙江省の事例に重点を置き、制度の

成果と限界を描き出すことを目的とする。 

 

2. 農村CEOとは 

2.1 制度の整理 

中国における今までの農村CEOの展開は、大きく

二つの段階に整理できる。 

第一段階は確立期である。2019年4月、人力資源

社会保障部が新職業として「農村職業経理人」を公

式に発表し、すなわち村民全体が共同所有・管理す

る経済単位である農村集体経済を基盤とした専門職

が制度化された。同年、浙江省淳安・湖州・余杭区

などが相次いで選抜を行い、募集—筆記試験—面接—

育成—評価という一連の仕組みを導入した。これに

より、「選抜・育成・実践・定着」の循環を制度化

した枠組みが確立した。 

第二段階は拡張期である。農村CEOの職務は農村

集体経済の経営にとどまらず、観光・文創・ECサイ

トといった新業態の推進へと広がった。浙江省の成

功は中国全国に波及し、2024年時点で17省・309県

に展開、累計で約6万人以上の「高公共性・高嵌入

性」を備えた人材が育成されたとされる。さらに20

25年には「農村集体経済経理人」という名称も政策

上で補強され、農村集体経済を持続的に活性化する

担い手としての職能体系が一層明確化した。 

  

2.2 人材の選抜と活用 

農村CEOは、人材をどのように選び、育て、実践

の場で活かし、続任させるかという循環の仕組みに

特徴がある。（1）選抜：公開募集、資格審査、構

造化面接の多段選抜を区県レベルの主管部門が主導

し、関係村・大学・民間企業の評価者を交え複合能

力を測る。（2）育成：着任後は在現場実践型訓練

とメンター制（大学・企業の二重メンターが一般的）

を軸に、CEO1人につき高校・企業の二重メンター制

を基軸とする「1+2+6」（1か月理論、2か月実習、6

か月現場実践）の職能形成カリキュラムが運転され

ていることが確認できる。（3）実践：村の資源を

活用し産業を組み合わせることで、経済的成果と地

域住民への公平な利益還元を両立させる点にある。
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土地や建物を観光や加工に転用し、農業と販売・電

商を結びつけると同時に、情報公開や住民参加を通

じて成果を共有する。（4）定着業績評価に基づく

続任・退出の仕組みであり、「基本給料＋インセン

ティブ＋ボーナス」の報酬体系を整えることで、人

材が持続的に村に根づく制度となっている。組織面

では「政府・大学・企業・村」の協働基盤を用い、

政府は政策と選抜、大学は訓練と評価、企業は技術

の提供、村集体は資産と場面を提供する。 

これにより、制度の牽引と現場の学習が往還し、

評価から留任の透明性と一貫性が市場の信号として

作用する構造が見出される。 

 

2.3 成果と課題 

既存研究の多くは、農村CEOを村民関係や組織的

基盤に深く埋め込まれ、かつ高い公共性を備えた人

材として評価し、「選抜・育成・実践・定着」の循

環構造が農村振興に寄与することを指摘している。

また、若年層の参加による産業多様化の効果も強調

されてきた。しかし課題も残されている。第一に、

地域ごとに待遇基準が異なり、成果を横断的に比較

しにくい点。第二に、長期的な追跡調査が不足し、

制度が持続的にどのような効果を発揮するかが明確

でない点である。 

これらの限界を踏まえ、本研究では浙江省の制度

実践に焦点をあて、制度設計・運用プロセス・成果

と課題を同一の分析枠組みで再検討する。 

 

3. 代表事例：浙江省余杭区 

浙江省は中国で最も早く農村CEO制度を導入した

地域であり、その中でも杭州市余杭区は先導的な役

割を果たした。余杭区は浙江省北西部、杭州市中心

部の西方に位置し、人口約200万人、面積1200平方

キロメートル余りを擁する大規模な行政区である。

区内は7街道と5鎮に分かれ、さらに71社区と121行

政村に分かれている。都市化が進む一方で、農村地

域も広く抱え、農村経済の新しい運営モデルを模索

する要請が強かった。 

2019年、余杭区は全国に先駆けて農村CEOの公開

招聘を制度化した。募集から筆記試験、面接、契約、

研修、評価に至るまでのプロセスを町レベルで整備

し、村ごとに農村CEOを配置した。契約時には職

務・報酬・任期が一体的に明文化され、入り口設計

は「選抜・育成・実践・定着」の循環を志向してい

た。報酬は市場水準に整合する年収（300～360万円）

に加え、年度評価に基づく成果連動型の補助が行政

村と区から支給され、制度的に人材育成と職務資源

の継続供給が保障された。 

その中で、省外出身のA氏は余杭区内A村の農村CE

Oとして着任した。就任の最初の期待は「村の米を

売ること」にとどまったが、彼は稲田や農文旅イベ

ントなどを組み合わせ、さらに大米加工やオンライ

ン販売へ展開した。A氏が「米を売るだけでなく、

体験・教育・物語を売る段階に進んだ」と語ったよ

うに、村資源の多元的活用を進めたのである。その

結果、A村の会社Aの年間売上高は4億円を超え、農

村集体の収入は2019年の150万円から2023年には200

0万円へ増加した。産業収益や住民の所得も上昇し、

住民参加型の配分説明会が制度化されたことは透明

性を高める効果をもたらした。 

一方で、すべてが順調であったわけではない。余

杭区にあるB村のB氏は「3年で上場を目指す」と宣

言したが、翌年の村民投票で支持を得られず解任さ

れた。さらに、余杭区で初期に採用された3人の農

村CEOのうち2人は辞職しており、人材定着の難しさ

が浮き彫りになっている。 

以上から、余杭区のモデルは農村CEOが地域社会

に根ざす経営人材制度として持続し得ることを示し

ている。しかし、余杭区の事例は、村の資源の収益

化、産業の多元化、住民参加の拡大といった成果を

示す一方で、権限と責任の境界の曖昧さ、財政の持

続性、人材定着の難しさなど課題も確認された。 

 

4.結論 

以上を踏まえて、本研究は中国において新職業と

して制度化された農村CEOの仕組みを、浙江省の実

践を中心に検討した。2019年の「農村職業経理人」

公表以降、農村CEOは村集体経済の経営と新産業の

推進を担う人材として全国に普及した。本研究は、

「選抜・育成・実践・定着」の循環を分析枠組みと

し、地域住民全体の利益を重視し、地域社会のネッ

トワークに根ざした視点から農業CEOの制度と運用

を整理した。その結果、農村CEOを単なる地域人材

政策としてではなく、中国農村社会における地域運

営モデルの革新として捉える点にあり、今後の全国

的展開や地域間比較に資する基盤を提供することが

示された。しかし、資源の再編成や集体収益の多元

化、住民参加の拡大といった成果が確認される一方

で、財政持続性の不足、人材定着の困難などの課題

も明らかとなった。これらの検討を通じて、農村CE

Oは農村振興における「人材活用」を制度的に具体

化する新しい試みであり、その持続には各政策の調

整が不可欠であることが示された。 

 

文献 

高橋五郎(2024-2025)「霞の中の「農村集体組織法」

(第1回-第3回)『中国科学技術ニュース』https://s

pc.jst.go.jp/  

武晋、祝云鳳(2024)「誰來興村：郷村振興主體創新

的實踐過程與機制研究——以雲南省「郷村CEO」政策

實踐為例」『北京行政学院学報』2024年第4期。 

顧洪瑞、呂国朋、王学兵(2025)「郷村CEO賦能郷村

振興産業」『村委主任』2025年第3期。 

李小雲(2022)「為什麼要培養郷村職業經理人？」

『農村工作通信』2022年第3期。 

 

日本都市学会佐賀大会発表要旨集 

29



大阪市生野区における公民連携による「ものづくり企業」 

の持続的な発展に向けた取組み 
 

 

近畿大学  石原 肇 

 

1. はじめに 

日本において、人口減少に伴う都市の縮退は、今

後の都市を維持していく上で喫緊の課題となってい

る。大都市圏において、人口減少に伴う都市の縮退

は、空き家や空き地が小さな敷地単位で、時間的・

空間的にランダムに発生する「都市のスポンジ化」

として捉えられ（荒木2018）、この現象への対応が重

要な課題となっている。「都市のスポンジ化」は、大

都市圏における製造業の衰退とも関連している。こ

れまで三大都市圏の住工混在は大きな課題とされて

きた。これに加え、近年の三大都市圏では、製造業

の衰退により、製造業が卓越した地域からの工場の

撤退に伴う跡地の宅地化や商業施設の進出等による

新たな住工混在の発生が懸念されている。 

これまで発表者は、大阪府の主要な工業地域であ

る東部大阪地域に位置する門真市や東大阪市、八尾

市等を研究対象地域として、ものづくり企業の持続

的発展に向けた公民連携による取組みについて、も

のづくり企業自身の取組みであるオープンファクト

リーや、行政による産業振興や都市計画の施策につ

いて報告してきた（石原2024、2025a、2025b）。 

 大阪市生野区は、レンズ工業の発祥地である等、

古くからものづくり企業の栄えた地域である。これ

までの生野区のものづくり企業に関連する先行研究

をみると、嶋本他による高度経済成長期の大阪市内

陸工業地区（旭区・城東区・東成区・生野区）の問

題点に関する一連の報告がみられ、工業の発展によ

り混住化が生じており、生野区でより顕著にその傾

向がみられることが指摘されている（駒・嶋本1960、

嶋本・三輪1961a、嶋本・三輪1961b）。その後、瀧

口他（2007）は、大阪市の東成区と生野区を研究対

象地域として、住工混在が生じた地域におけるマン

ションの立地抑制に向けた施策が検討された。 

このように、これまでの先行研究は、住工混在に

関するものが散見されるが、ものづくり企業そのも

のに関する報告は見当たらない。そこで、本報告で

は、生野区のものづくり企業の持続的発展に向けた

公民連携による取組みについて把握することを目的

とする。 

2. 研究対象地域および研究方法 

研究対象地域である大阪市生野区は大阪市の東部

に位置し、区域の面積は約8.37㎢、人口は127,309人

（2020年10月、国勢調査）となっている。同区の東

側は東大阪市と接している。同区はコリアンタウン

のあるまちとしても有名であり、近年では120カ国に

およぶ国と地域の外国人が暮らすまちとなっている。

同区には1,621社の製造事業所（令和3年経済センサ

ス活動調査）があり、市内24区の中で第2位を誇る

（大阪市生野区役所地域まちづくり課2022）。 

研究方法は、行政やものづくり企業の公表資料等

の収集およびヒアリング、イベント等の観察を行い、

得られた情報から公民連携によるものづくり企業の

持続的発展に向けた取組みについて把握を行う。 

 

3. 結果 

(1)行政によるものづくり企業の広報 

生野区では、若い世代を中心とした多くの方に、

「ものづくりのまち生野区」の魅力を知っもらうた

めに、区内の製造業で働く人や技術の魅力を、イラ

ストを交えながら紹介するリーフレット「生野もの

づくり百景」を2013年度から作成し、2019年度で100

社の紹介となり、「生野百景」とし、2022年にその

デジタル版を公表した（大阪市生野区役所地域まち

づくり課2022）。百景の内訳をみると、金属等加工2

9社、芸術・工芸品10社、生活関連用品17社、食料品

9社、印刷・塗装4社、機械・器具3社、建築・木工6

社、その他19社（、現在移転・廃業が3社）となって

いる。「生野百景」では、「生野区のものづくり企

業が、試行錯誤や弛まぬ努力を積み重ねることで培

ってきた”オンリーワン技術”の魅力を、ぜひご覧

ください」としている。 

 (2)ものづくり企業自身による取組み 

近畿経済産業局（2024）は、「オープンファクト

リーとは、ものづくり企業が生産現場を外部に公開

したり、来場者にものづくりを体験してもらう取組

み」としており、「従来から工場見学やツアーとい

った形態で実施されてきたが、近年では、ものづく

りに関わる中小企業や工芸品産地など、一定の産業
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集積がみられる地域を中心に、企業単独ではなく、

地域内の企業等が面として集まり、地域を一体的に

見せていく「地域一体型オープンファクトリー」と

いう取組へと進展をみせている」としている。 

 ① 「fab博覧会」の開催 

 生野区では、「万博から人を呼び込もう」を合図

に、万博に向けて地域の熱量を上げるため、2023年

度から「EXPOいくのヒートアッププロジェクト」と

称して様々な取組みが行われている。この取組みの

一つとして2024年3月23日に「fab博覧会」が開催さ

れた。名称を博覧会としているが、区内のものづく

り企業による地域一体型オープンファクトリーであ

り、㈱三栄金属製作所、㈱現代工業、㈲電研、大栗

紙工所㈱、㈱生田、㈱旭東の6社が参加した。 

 ② 「FactorISM」への参加 

2020年から毎年、八尾市を中心としたオープンフ

ァクトリーの取組みとして「FactorISM」が開催され

ている。製造業を中心にした実行委員会形式で主催

され、「こうばはまちのエンターテイメント」を合

言葉に、ものづくりの現場を一般開放し、人々の生

活を支え、世界を魅了するものづくりを体験、体感

してもらう文化祭のようなイベントを目指すとして

いる。2024年から生野区のものづくり企業3社（㈱三

栄金属製作所、㈲電研、㈱生田）が参加している。 

(3)ものづくり企業と行政の連携による「ものづくり

タウン事業」の推進 

 生野区では、町工場の技術力とクリエイター

のアイデアを掛け合わせた新製品の開発・受注

により産業振興をめざし、ものづくりの魅力を

さらに向上させることにより、新たな担い手の

育成や技術の継承、地域経済の活性化を図るこ

とを目的に、2023年度から「生野ものづくり

タウン事業」を継続して実施している。実施内

容は、連携事例創出（クリエイターと生野区内の中

小製造業事業者の技術を組み合わせたBtoC製品等の

検討機会の創出、事業化の支援）、生野区内の中小

製造業事業者間のネットワークの構築（参加企業の

交流機会の創出、企業連携ネットワークの構築支

援）、成果報告会の実施（連携事例を広く外部に発

信するための成果報告会の開催）となっている。202

3年度に4社、2024年度に5社、2025年度に5社が参加

している。  

 

4. 考察と今後の課題 

 2025年度においても「FactorISM」への生野区内も

のづくり企業の参加が予定されている。また、「も

のづくりタウン事業」での、ものづくり企業とクリ

エイターとの連携・製品づくりが進められている。

今後のものづくり企業の持続的な発展に向けた取組

みについて引き続き注視していく。 
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能登半島地震被災地における来訪者数の動向 
 

公益財団法人九州経済調査協会  松嶋 慶祐 

岐阜大学             三井 栄 

 

 

はじめに 

観光やビジネスによる来訪者数は、観光関連産業

の財・サービス生産に繋がるため、被災地では復旧・

復興動向を計る指標のひとつとなる。迅速かつ適切

な復旧・復興には、復旧・復興状況の把握と、それに

応じた施策実施が不可欠であるが、観光関連の公的

統計では来訪者数の迅速な計測は不可能である。 

他方、観光分野では、携帯電話等の位置情報に基づ

く人流ビッグデータがEBPMツールとして活用され

始めている。ビッグデータはデータの収集環境やサ

ンプリングに偏りがあるが、データ収集頻度が高く、

かつ大量であるため、公的統計では捉えられない人・

モノの動向を把握できる。松嶋・三井(2025)は、観光

関連の公的統計と携帯 GPSデータ・基地局データに

よる人流ビッグデータの統計的特性を比較し、人流

ビッグデータは観光統計と同様の定常性、季節性を

有しているため、観光分析データとして活用し得る

としている。 

本稿では、携帯位置情報に基づくビッグデータを

もとに能登半島地震被災地の来訪者数動向を分析し、

復興度を考察する。 

 

人流ビッグデータによる来訪者動向把握 

6 石川県の被災 市町では、2024 1年 月、七尾市で

5来訪者数の大幅な減少、その他 市町で復旧人員の

流入による増加がみられ、特に珠洲市、穴水町、能登

( 1) 25 1町で顕著であった 図 。 年 月以降は、レベル

の差はあるものの震災前の水準に回復しつつある。 

21次に時系列データの構造変化を確認する。 年 1

25 7月から 年 月までのデータを対象に Bai-Perron

検定を実施し、構造変化時点を検出した。その結果、

多くの都道府県でコロナ感染緩和による来訪者数増

加が検出され、能登半島地震には反応しなかった。 

県・市町計の来訪者のみを見れば、震災前の水準に

回復したと評価し得る。しかし、市町村レベルのデー

タや公的統計では、被災した地域の復興状況は不明

である。そこで、次に GPSデータから、観光スポッ

ト毎の来訪者を計測する。スポット別来訪者数(2024

) 5年計 の前年比をみると、増加上位のうち スポット、 

 

 

図 1 被災市町の来訪者数 

)資料 公益社団法人日本観光振興協会「デジタル観光統計オ

ープンデータ」をもとに筆者作成 
 

表 1 石川県スポットの増減上位 10 (24年前年比) 

 

)資料 公益財団法人九州経済調査協会「おでかけウォッチャ

ー」をもとに筆者作成 
 

8 ( 1)減少上位のうち スポットが被災市町となった 表 。

減少スポットは被災による来訪者減少、増加スポッ

トは復旧人員の流入による影響とみられる。 
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中居地区 穴水町 182.6 道の駅すず塩田村 珠洲市 -91.6
瑞源寺 穴水町 115.3 白米千枚田 輪島市 -89.8
穴水海洋ｾﾝﾀｰ 穴水町 66.5 ｲﾅﾁｭｳ美術館跡 輪島市 -85.8
ﾊｰﾄﾌﾙ千里浜 宝達志水町 55.5 巌門 志賀町 -84.2
道の駅すずなり 珠洲市 41.4 道の駅 狼煙 珠洲市 -83.5
Kid'sUS.LAND 内灘町 40.4 のとじま水族館 七尾市 -77.5
川北温泉 川北町 34.7 恋路海岸 能登町 -69.8
ころ柿のさと しか 志賀町 34.3 能登歴史公園 七尾市 -69.7
ｶﾌﾞｯｷｰﾗﾝﾄﾞ 小松市 33.2 正覚院 羽咋市 -50.3
ｺﾞｰﾙﾄﾞｼﾞﾑｳﾞｨﾃﾝののいち 野々市市 32.8 千里浜ﾚｽﾄﾊｳｽ 羽咋市 -40.4

減少スポット上位10増加スポット上位10
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スポットレベルの時系列構造変化 

石川県内スポットを対象に構造変化を確認すると、

7 24 1スポットで 年 月を構造変化月として検出し、

6うち スポットが被災市町となった。 

( )このうち「イナチュウ美術館跡 輪島市 」、「白米千

( )  ( ) (枚田 輪島市 」、「道の駅 狼煙 珠洲市 」、「巌門 志賀

)町 」は地震後に来訪者が大きく減少し、「道の駅すず

( )  ( )なり 珠洲市 」と「ころ柿のさと しか 志賀町 」は過

2去の傾向を上回って増加した。増加 スポットは復

旧支援拠点形成による影響である。 

来訪者減少スポットのうち「白米千枚田」は、近隣

の道の駅が 2025 4 26年 月 日に営業を再開したこと

で、来訪者回復の兆しがみられる。「道の駅狼煙」は

断続的な休業から来訪者数が低迷したが、輪島市方

面からのアクセスが改善し、回復傾向にある。 

 

来訪者の属性変化からみた震災の影響 

 ここでは、100km 50未満からの来訪者が ％以上を

5占める「近距離帯スポット」 つと、100km 以上が

50 7％を占める「遠距離帯スポット」 つにわけて特徴

を示す。近距離帯スポットの距離帯変化をみると、

( )  「桜峠 能登町 」、「ころ柿のさと しか」、「穴水海洋

( ) ( ) (センター 穴水町 」、「瑞源寺 穴水町 」、「中居地区 穴

) 5 24水町 」の つとも 年に遠距離からの来訪者比率

が上昇し、震災による復旧人員の流入を反映してい

4 25る。うち「桜峠」以外の つは 年も遠距離からの

25来訪者比率が低下せず、 年でも 20-30代男性、40-

50 25代男性の比率が高い。これらは 年時点でも復

旧・復興の途上にあることが示唆される。 

次に遠距離帯スポットをみると、地震後、早期に営

(業を再開した「道の駅すずなり」、「和倉温泉総湯 七

) ( )尾市 」、「渤海温泉 志賀町 」は遠距離からの来訪者比

率が上昇、あるいは大きく変化せず、地震後も県外・

地域外から来訪者を集めている。 

( )「白米千枚田」と「道の駅すず塩田村 珠洲市 」は、

24年に遠距離からの来訪者が減少し、復旧人員の流

入から 40-50 25代男性比率が上昇したが、 年は施設

( )近隣施設 の再開とともに遠距離からの来訪者が戻

りつつある。両スポットとも 20-30 代男性・女性の

回復・増加が確認された。他方、「イナチュウ美術館

跡」と「巌門」は被災とともに遠距離からの来訪者が

25減少し、 年も傾向が継続している。両スポットと

も女性比率の低下と 40-50 代男性比率の上昇が確認

でき、震災の影響が長期化している。 

 

 

図 2 構造変化スポットの来訪者数 

) 資料 公益財団法人九州経済調査協会「おでかけウォッチ

ャー」をもとに筆者作成 

 

おわりに 

本稿では、人流ビッグデータをもとに、能登半島地

震被災地における来訪者数動向を分析した。結論は

3以下の 点である。 

 

1)小地域単位の来訪者数を示す人流ビッグデータを

もとに、県・市区町村レベルでは確認できない復

旧・復興動向と継続的な影響度を明示した。 

2) ( )小地域 スポット 単位の来訪者の時系列構造変化

を計測し、地震による影響を統計的に示した。 

3)来訪者の距離帯別分類と来訪者の属性変化から、

地震の影響と復旧・復興度を明らかにした。 
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地方都市におけるマンション開発を問う 

－高崎市中心部を事例に― 
 

駒澤大学 西山弘泰 

 

1. はじめに 

 日本における分譲マンション（以下、マンション）

は、戦後普及した比較的新しい居住形態であるが、現

在でも都市部を中心に増加し続けている。マンション

居住の利点は、地価が高い駅前や中心市街地でも高度

利用によって比較的安価であること、戸建て住宅に比

べセキュリティ性能が高いこと、自然災害に対して構

造的に強いこと、プライバシーが保たれやすいこと、

出費さえ惜しまなければ管理が容易であることなどが

あげられる。 

しかしこうしたマンションの利点は、弱点と表裏一

体でもある。例えば、平井（2014）はマンション管理組

合の実態から、その持続性に警鐘を鳴らしている。マ

ンションは共同管理の上に成り立っており、合意形成

が大切である。ところが、マンション居住者は、その利

便性や安全性など目先の利得に関心はあるが、そのマ

ンションの将来や地域コミュニティに対する関心が薄

い。近年、マンション管理組合役員の成り手不足など

を背景に、組合員以外が組合運営を行う「第三者管理

方式」が可能となり、当制度を利用するマンションも

増加している。利便性に優れた立地であればよいかも

しれないが、それ以外のマンションはいずれ経年とと

もに 2 つの老いが進行し、人的・物理的に管理運営が

難しくなっていくことが予想される。特に全国的に供

給が増加した 1990 年以降に建設されたマンションが

順次築 40年以上となっていくなかで、老朽マンション

の問題は今後 10～20 年のうちに大きな社会問題とな

ってくる。マンションは巨大な構造物であり、かつ都

市の中心部に多いことからも、管理不全のいわゆるゴ

ーストマンションが増加した場合、都市を衰退させ得

るだけのインパクトを持っている。 

上記のような懸念がある中で、マンションは現在で

も都市部において建設が続いている。東京圏では、価

格高騰から投機目的の購入が目立つという。持続的な

人口減少が予測される日本において、マンション開発

は持続可能なのであろうか。本研究では、近年マンシ

ョン開発が活発な群馬県高崎市を事例に、マンション

居住者の実態や管理意識などから、その持続可能性を

検討することを目的とする。 

2. 調査方法と対象地域の概要 

（1）調査方法 

 2024 年 12 月に高崎市中心部（高崎駅から 1km 圏）

に立地し、かつ 2010年以降に開発されたマンション 11

棟、計 826戸にアンケートを配布した。アンケートは、

配布時のトラブルを回避するため、郵便の全戸配布サ

ービスであるタウンメール（配達地域指定郵便）を利

用した。有効回答数は 132であり、回収率は 16.0％で

あった。なお、アンケートを配布したマンションを含

めた情報は、リニュアル仲介㈱が提供している「SelFin 

全国マンションデータベース」（https://db.self-

in.com）により取得した（2024年 11月および 2025年

8月に閲覧）。 

 その他、マンション開発や居住の実態を把握するた

め、配布対象マンションの居住者 2 名と市内の不動産

業社 2 社、当地域のマンション開発に詳しい地元大学

教員 1名に対し、12月から翌年 1月かけてヒアリング

調査を行った。 

（2）調査対象地域の概要 

 調査対象都市である群馬県高崎市は，東京から北西

方向に約 100km の地点に位置し，上越新幹線と北陸新

幹線が分岐する交通の要衝である。群馬県の県庁所在

地は前橋市であるが、地価最高地点が高崎市にあるな

ど、交通利便性の恩恵を受け、同県の経済の中心地と

なっている。 

 人口は 2025 年 8 月末時点において 36.5 万人（住民

基本台帳）である。5年前には 37.3万人であったこと

から、他の地方都市同様に人口減少局面に入っている。

とはいうものの、高崎駅周辺を中心に東京圏からの移

住者が増加している（佐藤、2024）。その要因となって

いるのが、高崎駅周辺のマンション開発である。そし

て、このマンション開発は、2019年から高崎市が実施

している「高崎市居住誘導策～分譲型集合住宅等誘導

型～」と銘打った広域の高度利用地区指定が関係して

いる。すなわち、当施策によってより高層のマンショ

ンの建設が可能になったことで、当エリアにおける開

発にインセンティブが働き、それがコロナ禍以降の働

き方の変化や東京圏の価格高騰による需要増大と相ま

って、マンション開発を加速させたと考えられる。 
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（3）高崎市のマンション開発 

 群馬県は、全国の都道府県の中では、マンションの

割合が少ない県である。2023年の住宅土地統計調査に

よると、日本全体におけるマンション（持家共同住宅）

の割合が 11.6％なのに対し、群馬県はわずか 1.8％で

あり、青森県・秋田県に続いて全国で 3 番目に低い。

なお高崎市でも 3.5％に過ぎない。確かにマンション

は増加しているが、高崎市は戸建志向が圧倒的に強い。 

高崎市において最初にマンションが分譲されたのは

1972年であるが、1989年まではわずか 16棟 1004戸の

供給に留まっていた。マンション供給が活発化するの

は、1990 年以降であり、1990 年代前半（33 棟・2298

戸）、2000年代後半（23棟・1893戸）、2020年以降（13

棟・1098戸）と 3つのピークが存在する。ところが近

年になるにしたがって、高崎駅周辺の割合が高くなり、

開発地域が狭くなる傾向にある。 

 

3．高崎駅周辺のマンション居住者と居住意識 

（1）居住者特性 

 主な質問事項の回答結果は表 1 の通りである。概し

て、若年ファミリー世帯が多く、東京や埼玉に通勤す

る世帯の割合が高いことが特筆される。それを反映し

て、住宅の一次取得層が多数を占めている。また、駅チ

カ物件にも関わらず自動車保有率が高く、車依存のラ

イフスタイルであることが伺える。 

（2）居住者の管理等に対する意識 

 居住に対する意識などを表 2 にまとめた。駅や買い

物のしやすさ、セキュリティなど実用性が重視されて

いることが読み取れる。心配事については、管理費や

修繕積立金などの費用負担が最も多い一方で、近隣住

民とのトラブルや役員の忌避感など、人との関わりや

煩雑でストレスの多い組合役員を避ける傾向が読み取

れる。また、いずれ転居することが念頭に置かれてい

ることが伺える。 

 その他、アンケートでは 5 段階評価で管理意識など

を尋ねているが、概してマンション内外とのコミュニ

ケーションが少なく、役員を積極的に行おうとする意

識も低い。また管理会社任せでよいとの考えが多数で、

自主管理の精神も希薄である。 

 

4．まとめと考察 

 高崎市では街なか居住誘導策として容積率を緩和す

るなど、マンション建設を後押しする施策を行ってい

る。ところが 2020年 10月（国勢調査）ら 2025年 8月

末（住基）の人口の変化をみてみると、中心市街地エリ

ア（中活エリア）の人口は約 4％減少しており、市全体

の減少率よりもはるかに大きい。これは街なかのマン

ション居住者の多くが周辺から転居してきているため

であり、結局のところ街なかエリアで人口を奪い合っ

ているに過ぎない。つまりマンション開発は、行政が

想定している街なかの人口増加策としては有効とはい

えない。その証左として、市内から転居した世帯の約 7

割は半径 2km 以内の移動であった。また、便利なはず

の街なかに居住していながら、車依存のライフスタイ

ルであり、県内就業者のほとんどは車通勤である。 

一方、中心部では土地の売り惜しみによる急激な値

上がりや、土地の買いあさりもみられるという。さら

には、マンション居住者の多くは目先の実利や優越感

で居住しているに過ぎず、周辺地域はおろか、マンシ

ョンの将来についてさえ関心が薄い。現在住んでいる

マンションに不都合が生じれば、問題に背を向け、（モ

ビリティが高い者は）躊躇なく転居していくだろう。 

 以上、現状においてマンションは、20～30年後の都

市を脅かす存在となっていく可能性があり、その開発

を抑制し、居住者の意識を変えていく必要がある。 
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表 1 回答者やその世帯の特性 

入居年 68.9%が 2020年以降 

年齢 53.0%が 50歳未満、20.5%が 65歳以上 

世帯形態 39.4%が親と子、37.1%が夫婦のみ 

入居の 

きっかけ 

加齢への備え 33.3%、出産・子育て 18.2%、

前住居が手狭 14.4%、故郷への帰郷 13.6% 

前住居所有 賃貸・社宅 59.7%、持家戸建 23.4% 

前住地 市内 53.0%、県内 20.5%、東京・埼玉 17.4% 

勤務地 就業世帯の 40.0%が東京か埼玉で勤務 

自動車保有 93.8%が保有し、うち 28.9%が 2台以上 

 表 2 居住意識 

マンション 

にした理由 

セキュリティ 56.8%、転売・転居が容易

50.8%、資産価値 40.2%、手間ない 34.1% 

その場所を 

選んだ理由 

駅近い 87.1%、商業施設近い 40.9%、街な

かに住みたい 32.6% 

マンション 

での心配事 

費用負担 47.0%、駐車場が不便 30.3%、近

隣トラブル 20.5%、役員が面倒 15.9 
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